
料
７
資

群
馬
県
環
境
審
議
会
条
例

（
平
成
六
年
六
月
十
五
日
群
馬
県
条
例
第
二
十
三
号
）

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
条
例
は
、
環
境
基
本
法
（
平
成
五
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
設
置
す
る
群
馬
県
環
境
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要

な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
組
織
）

第
二
条

審
議
会
は
、
委
員
三
十
四
人
以
内
（
水
質
汚
濁
防
止
法
第
二
十
一
条
第
一
項
の
事
務
を
行
う
場

合
に
あ
っ
て
は
、
委
員
三
十
四
人
以
内
及
び
特
別
委
員
五
人
以
内
）
で
組
織
す
る
。

（
委
員
及
び
特
別
委
員
）

第
三
条

委
員
は
、
環
境
の
保
全
に
関
し
学
識
経
験
の
あ
る
者
を
含
め
、
知
事
が
任
命
す
る
。

２

特
別
委
員
は
、
関
東
農
政
局
、
関
東
経
済
産
業
局
及
び
関
東
地
方
整
備
局
の
長
そ
の
他
知
事
が
必
要

と
認
め
る
国
の
地
方
行
政
機
関
の
長
又
は
こ
れ
ら
の
者
の
指
名
す
る
職
員
の
う
ち
か
ら
、
知
事
が
任
命

す
る
。

（
任
期
）

第
四
条

委
員
及
び
特
別
委
員
の
任
期
は
、
二
年
と
し
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。
た
だ
し
、
補

欠
の
委
員
及
び
特
別
委
員
の
任
期
は
、
前
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
。

（
専
門
委
員
）

第
五
条

審
議
会
に
、
専
門
の
事
項
を
調
査
審
議
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
専
門
委
員
を
置
く
こ

と
が
で
き
る
。

２

専
門
委
員
は
、
学
識
経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
知
事
が
任
命
す
る
。

３

専
門
委
員
は
、
当
該
専
門
の
事
項
に
関
す
る
調
査
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
れ
る
も
の
と

す
る
。

（
会
長
及
び
副
会
長
）

第
六
条

審
議
会
に
、
会
長
一
人
及
び
副
会
長
二
人
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
っ
て
こ
れ
を
定
め
る
。

２

会
長
は
、
会
務
を
総
理
す
る
。

３

副
会
長
は
、
会
長
を
補
佐
し
、
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
会
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す
る
副
会

長
が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

（
会
議
）

第
七
条

審
議
会
の
会
議
は
、
会
長
が
召
集
し
、
会
長
が
そ
の
議
長
と
な
る
。

２

審
議
会
は
、
委
員
（
水
質
汚
濁
防
止
法
第
二
十
一
条
第
一
項
の
事
務
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
委

員
会
及
び
特
別
委
員
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
過
半
数
が
出
席
し
な
け
れ
ば
、
会
議
を
開
き
、
議

決
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

３

審
議
会
の
議
事
は
、
出
席
し
た
委
員
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
し
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、
会
長
の
決

す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
部
会
）

第
八
条

審
議
会
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
部
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２

部
会
に
属
す
べ
き
委
員
、
特
別
委
員
及
び
専
門
委
員
は
、
会
長
が
指
名
す
る
。

３

部
会
に
部
会
長
を
置
き
、
会
長
の
指
名
す
る
委
員
が
こ
れ
に
当
た
る
。

４

部
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
部
会
に
属
す
る
委
員
の
う
ち
か
ら
部
会
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す

る
者
が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

５

審
議
会
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
部
会
の
決
議
を
も
っ
て
審
議
会
の
決
議
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
。



６

前
条
の
規
定
は
、
部
会
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
庶
務
）

第
九
条

削
除

削
除
〔
平
成
十
六
年
条
例
八
号
〕

（
雑
則
）

第
十
条

こ
の
条
例
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
議
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
会
長
が
審
議
会

に
諮
っ
て
定
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
条
例
は
、
平
成
六
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
群
馬
県
公
害
対
策
審
議
会
の
廃
止
）

２

群
馬
県
公
害
対
策
審
議
会
条
例
（
昭
和
四
十
六
年
群
馬
県
条
例
第
四
十
五
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

（
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
）

３

特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
一
年
群
馬
県

条
例
第
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
公
害
対
策
審
議
会
の
項
中
「
公
害
対
策
審
議
会
」
を
「
環
境
審
議
会
」
に
、

「

委
員

日
額
一
一
、
０
０
０
円

十
一
級
職
相
当
職

を
」

「

委
員

日
額
一
一
、
０
０
０
円

十
一
級
職
相
当
職

特
別
委
員
を
含
む
。

に
改
め
る
。

」

（
群
馬
県
公
害
防
止
条
例
の
一
部
改
正
）

４

群
馬
県
公
害
防
止
条
例
（
昭
和
四
十
六
年
群
馬
県
条
例
第
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。第
七
十
一
条
中
「
群
馬
県
公
害
対
策
審
議
会
」
を
「
群
馬
県
環
境
審
議
会
」
に
改
め
る
。

附

則
（
平
成
八
年
三
月
二
十
七
日
条
例
第
十
九
号
）

こ
の
条
例
は
平
成
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
九
年
三
月
二
十
六
日
条
例
第
四
号
抄
）

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
条
例
は
平
成
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
十
一
年
十
二
月
二
十
二
日
条
例
第
七
十
二
号
）

こ
の
条
例
は
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
十
二
年
十
月
十
八
日
条
例
第
八
十
七
号
）

こ
の
条
例
は
平
成
十
三
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
十
六
年
三
月
二
十
四
日
条
例
第
八
号
抄
）

こ
の
条
例
は
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



群馬県環境審議会水質部会の運営に関する要領

（趣旨）

第１ この要領は、群馬県環境審議会条例(平成6年群馬県条例第23号。以下｢条例｣という。)

第８条に基づき設置する群馬県環境審議会水質部会の運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（構成）

第２ 部会は、群馬県環境審議会長が指名した委員及び専門委員(以下｢部会委員｣という。)

をもって構成する。

２ 部会には、必要に応じて調査審議事項に関係する者を出席させることができる。

（所掌事務）

第３ 部会は、公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止に関する重要事項について調査審

議するものとする。

（部会長等）

第４ 部会に群馬県環境審議会長が指名した部会長を置く。

２ 部会長は、部会を総理する。

３ 部会長は、部会長に事故があるときその職務を代理する委員をあらかじめ指名するもの

とする。

（会議）

第５ 部会の会議は、部会長が召集し、部会長がその議長となる。

２ 部会は、部会委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。

３ 部会の議事は、出席した部会委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、部会長の

決するところによる。

（庶務）

第６ 部会の庶務は、環境森林部環境保全課において処理する。

（雑則）

第７ この要領に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会に諮っ

て定める。

附 則

この要領は、平成６年８月２３日から施行する。

附 則

この要領は、平成９年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、平成１７年２月２２日から施行する。

附 則

この要領は、平成１９年１１月１日から施行する。




